
ホテル・旅館
月の倒産

月
別
で
最
少
の
１
件

帝
国
デ
ー
タ

調

査

負
債
は
５
番
目
に
少
な
く

月の全国企業倒産

ヵ月連続で増加
累計、４年ぶり件超え

日 本 公 庫
中小企業調査「コスト低下」に期待

業況ＤＩ、前年比．㌽上昇
年の景況見通し

中
小
の
み
下
降
超

自
社
の
景
況
判
断

内
閣
府
な
ど
調
査

「
後
継
者
難
倒
産
」

１
～

月
で

件

初
の

件
超
え

４
件
、負
債

億
円


月
の
旅
行
業
倒
産

（１１） 第３２０３号第３種郵便物認可２０２４年（令和６年）１月１日（月曜日）

帝
国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
に
よ

る
と
、
２
０
２
３
年

月
の

ホ
テ
ル
・
旅
館
経
営
業
者
の

倒
産
（
負
債
１
千
万
円
以
上

の
法
的
整
理
）
は
１
件
、
負

債
総
額
は

億
７
千
万
円
だ

っ
た
。
件
数
は

年
の
月
別

で
最
少
、
額
は
５
番
目
に
少

な
か
っ
た
。

件
数
は
前
年
同
月
比
４
件

減
（

・
０
％
減
）
、
前
月

比
８
件
減（

・
９
％
減
）。

負
債
総
額
は
前
年
同
月
比


・
３
％
、
前
月
比

・
２

％
そ
れ
ぞ
れ
増
加
し
た
。

１
月
か
ら
の
累
計
は
、
件

数
が
前
年
同
期
と
同
数
の


件
。
負
債
総
額
が
同
１
・
６

％
増
の
２
１
８
億
８
６
０
０

万
円
。

帝
国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
に
よ

る
と
、

年

月
の
旅
行
業

者
の
倒
産
（
負
債
１
千
万
円

以
上
の
法
的
整
理
）は
４
件
、

負
債
総
額
は
１
億
４
千
万
円

だ
っ
た
。
件
数
は

年
で
２

番
目
、
額
は
同
３
番
目
に
多

い
数
字
だ
っ
た
。

１
月
か
ら
の
累
計
は
、
件

数
が
前
年
同
期
比
６
件
増

（

・
０
％
増
）
の

件
。

負
債
総
額
が
同
０
・
４
％
増

の

億
７
３
０
０
万
円
。

帝
国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
に
よ

る
と
、
２
０
２
３
年

月
の

全
国
企
業
倒
産
（
負
債
１
千

万
円
以
上
の
法
的
整
理
）
は

７
７
３
件
、
負
債
総
額
は
８

８
１
億
５
千
万
円
だ
っ
た
。

件
数
は
前
年
同
月
比

・
６

％
増
と
、

カ
月
連
続
で
増

加
。
前
月
比
は
２
・
２
％
減

少
し
た
。
１
～

月
の
累
計

は
７
６
９
１
件
で
、
同
期
間

で
７
５
０
０
件
を
超
え
た
の

は
２
０
１
９
年
以
来
４
年
ぶ

り
。負

債
総
額
は
前
年
同
月
比


・
５
％
、
前
月
比

・
２

％
そ
れ
ぞ
れ
減
少
し
た
。

件
数
を
８
の
業
種
別
に
見

る
と
、
不
動
産
業
、
そ
の
他

を
除
く
６
業
種
で
前
年
同
月

を
上
回
っ
た
。

最
も
多
か
っ
た
の
が
サ
ー

ビ
ス
業
で
同

・
０
％
増
の

１
９
６
件
。
小
売
業
が
１
７

０
件
（
同

・
５
％
増
）
と

続
い
た
。
増
加
率
で
は
運
輸

・
通
信
業
が

・
７
％
増

（

件
）
と
最
も
大
き
か
っ

た
。観

光
関
係
の
主
な
倒
産

は
、
元
・
ホ
テ
ル
運
営
な
ど

の
エ
ス
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン

（
岩
手
県
）
が
負
債

億
７

千
万
円
で
特
別
清
算
と
な
っ

た
。帝

国
デ
ー
タ
バ
ン
ク
が
こ

の
ほ
ど
公
表
し
た
２
０
２
３

年

月
の
全
国
企
業
倒
産

（
負
債
１
千
万
円
以
上
の
法

的
整
理
）
で
、
後
継
者
不
在

の
た
め
事
業
継
続
の
見
込
み

が
立
た
ず
に
倒
産
し
た
「
後

継
者
難
倒
産
」
が

件
。
１

～

月
の
累
計
が
５
０
９
件

と
、
年
間
で
初
の
５
０
０
件

超
え
と
な
っ
た
。

主
因
別
に
見
る
と
、
厳
し

い
経
営
状
況
が
続
き
、
後
継

者
が
事
業
を
継
ぐ
こ
と
を
た

め
ら
い
、
倒
産
に
至
っ
た

「
販
売
不
振
」
が
２
６
９
件

と
大
半
を
占
め
た
。

病
気
、
死
亡
に
よ
り
、
経

営
者
が
不
在
と
な
る
ケ
ー
ス

や
、
後
継
者
が
継
い
だ
も
の

の
事
業
継
続
が
困
難
に
な
っ

た
ケ
ー
ス
も
目
立
っ
た
。

内
閣
府
、
財
務
省
は
こ
の

ほ
ど
、
法
人
企
業
景
気
予
測

調
査
の
２
０
２
３
年

～


月
期
分
を
公
表
し
た
。
同
期

の
自
社
の
景
況
判
断
Ｂ
Ｓ
Ｉ

は
大
企
業
と
中
堅
企
業
が
上

昇
超
、
中
小
企
業
が
下
降
超

と
な
っ
た
。

年
１
～
３
月

も
中
小
企
業
の
み
が
下
降
超

で
推
移
す
る
見
通
し
。

Ｂ
Ｓ
Ｉ
（
ビ
ジ
ネ
ス
・
サ

ー
ベ
イ
・
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
）

は
、自
社
の
景
況
に
つ
い
て
、

前
期
と
比
べ
て
上
昇
と
回
答

し
た
企
業
割
合
か
ら
下
降
と

回
答
し
た
企
業
割
合
を
引
い

た
値
。

同
期
は
大
企
業
が
４
・
８
、

中
堅
企
業
が
６
・
８
と
そ
れ

ぞ
れ
上
昇
超
。
中
小
企
業
が

マ
イ
ナ
ス
３
・
７
と
下
降
超

だ
っ
た
。
大
企
業
の
非
製
造

業
で
は
、
サ
ー
ビ
ス
業
、
不

動
産
業
が
上
昇
に
寄
与
し

た
。１

～
３
月
の
見
通
し
は
、

大
企
業
が
３
・
２
、
中
堅
企

業
が
４
・
０
、
中
小
企
業
が

マ
イ
ナ
ス
７
・
８
。

４
～
６
月
も
中
小
企
業
の

み
下
降
超
で
推
移
す
る
見
通

し
。

日
本
政
策
金
融
公
庫
は
こ

の
ほ
ど
、
中
小
企
業
を
対
象

に
、
２
０
２
４
年
の
景
況
見

通
し
に
関
す
る
調
査
を
行
っ

た
。

年
の
業
況
判
断
Ｄ
Ｉ

は

・
７
と
、

年
の
業
況

判
断
Ｄ
Ｉ
（
８
・
２
）
か
ら

４
・
５
㌽
上
昇
。
業
況
改
善

に
向
け
て
期
待
す
る
要
素
は

「
原
油
価
格
の
下
落
に
よ
る

コ
ス
ト
低
下
」
が
ト
ッ
プ
だ

っ
た
。

調
査
は

月
中
旬
、
三
大

都
市
圏
の
同
公
庫
取
引
先
９

０
０
社
に
行
い
、
５
７
１
社

か
ら
有
効
回
答
を
得
た
。


年
の
業
況
見
通
し
に
つ

い
て
、
「
改
善
」
が

・
１

％
、
「
横
ば
い
」
が

・
５

％
、「
悪
化
」が

・
４
％
。

改
善
か
ら
悪
化
を
引
い
た
Ｄ

Ｉ
が

・
７
だ
っ
た
。


年
の
業
績
は
「
改
善
」

が

・
６
％
、
「
横
ば
い
」

が

・
９
％
、

「
悪
化
」
が


・
４
％
。
Ｄ
Ｉ

が
８
・
２
。


の
見
通
し
Ｄ
Ｉ

は

年
の
実
績

Ｄ
Ｉ
を
上
回
っ

た
。

年
の
業
況

を
改
善
と
判
断

し
た
要
因
（
三

つ
ま
で
の
複
数

回
答
）は「
国
内

需
要
の
動
向
」

（

・
３
％
）、

「
製
・
商
品
の

販
売
価
格
の
動

向
」
（

・
６

％
）、「
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影

響
」（

・
６
％
）が
上
位
。

反
対
に
同
年
の
業
績
を
悪

化
と
判
断
し
た
要
因
（
同
）

は
「
国
内
需
要
の
動
向
」

（

・
３
％
）
、
「
主
要
原

材
料
等
の
仕
入
れ
価
格
の
動

向
」
（

・
２
％
）
、
「
原

油
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
の
動

向
」
（

・
９
％
）
が
上
位

だ
っ
た
。


年
に
期
待
す
る
要
素
は

「
原
油
価
格
の
下
落
に
よ
る

コ
ス
ト
低
下
」
が

・
９
％

と
ト
ッ
プ
。
以
下
、
「
円
高

に
よ
る
輸
入
製
品
等
の
価
格

の
低
下
」
（

・
１
％
）
、

「
株
高
や
所
得
の
増
加
に
よ

る
消
費
マ
イ
ン
ド
の
改
善
」

（

・
４
％
）
、
「
円
安
に

伴
う
取
引
先
の
生
産
・
調
達

の
国
内
回
帰
」（

・
６
％
）、

「
政
府
・
地
方
公
共
団
体
等

に
よ
る
各
種
政
策
・
予
算
の

執
行
」
（
９
・
５
％
）
な
ど

が
挙
が
っ
て
い
る
。


年
に
向
け
て
の
経
営
上

の
不
安
要
素
は
（
三
つ
ま
で

の
複
数
回
答
）
、
「
原
材
料

価
格
、燃
料
コ
ス
ト
の
高
騰
」

が

・
０
％
と
、
最
も
多
く

が
回
答
。
「
国
内
の
消
費
低

迷
、
販
売
不
振
」
（

・
７

％
）
、
「
人
材
の
不
足
、
育

成
難
」
（

・
９
％
）
、

「
為
替
相
場
の
変
動
」
（


・
２
％
）
が
続
い
た
。
「
人

材
―
」
は
前
年
調
査
（

・

９
％
）
か
ら

・
０
㌽
増
と

大
き
く
上
昇
し
て
い
る
。

経
営
基
盤
の
強
化
に
向
け

て

年
に
注
力
す
る
分
野
は

（
同
）
、
「
人
材
の
確
保
・

育
成
」
が

・
１
％
と
ト
ッ

プ
。
同
分
野
が

年
の
企
業

に
と
っ
て
も
重
要
な
テ
ー
マ

と
い
え
る
。




